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Ⅰ．労働委員会について 

１．労働委員会とは 

労働者と使用者の間の労働紛争を解決する機関 

裁判外紛争解決機関（ADR：Alternative Disputes Resolution） 

労働組合法に定められている独立行政委員会 

中央労働委員会（全国に１つ）、都道府県労働委員会（各都道府県に設置） 

 

２．構成（奈良県労働委員会） 

公益委員５名 労働者委員５名 使用者委員５名 の合計１５名で構成 

公益委員・・・公益を代表する者（弁護士、大学教授、その他学識経験

者など） 

労働者委員・・・労働者を代表する者（労働組合の役員など） 

使用者委員・・・使用者を代表する者（企業経営者、使用者団体の役員

など） 

 

３．法的根拠 

憲法２８条「勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をす

る権利はこれを保障する」 

↓ 

この保障を実現するために 

労働組合法は、労働組合の団結権を侵害するような使用者の反組合的

な行為に対して、特別な救済制度として不当労働行為救済制度を設けた。 

それを担う独立行政委員会として労働委員会が設置された。 

 

 

※労働組合 

「労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善その他経済

的地位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体又はそ

の連合団体」（労働組合法２条） 
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※労働者（労組法上の労働者） 

近年、多様な働き方が広がり、自身の経験や知識、スキルを活

用して事業に従事する「フリーランス」と呼ばれる働き方が存在

する。 

         ↓ 

労働法上の労働者に該当するか 

 

＜判断基準＞ 

① 事業組織への組み入れ 

② 契約内容の一方的・定型的決定 

③ 報酬の労務対価性 

④ 業務の依頼に応ずべき関係 

⑤ 広い意味での指揮監督下の労働提供、 

一定の時間的場所的拘束 

⑥ 顕著な事業者性 

 

契約上は個人事業主となっていても、フリーランスが一方

的に不利な取引条件下にある場合で、実質的にみて企業の従

業員と変わらないような事情の下で就労している場合には、

労働者性を肯定する。 

 

＜裁判例＞ 

新国立劇場運営財団事件（最三小判 平成２３年４月１２日） 

①  オペラ公演の楽団員である契約メンバーは、各公演の実

施に不可欠な労働力として財団の組織に組み入れられて

いた。 

②  契約メンバーは基本的に財団からの個別公演出演の申

込みに応ずべき関係にあった。 

③  財団は、出演基本契約の内容やシーズン中の公演回数、

演目等、契約メンバーが歌唱の労務を提供する態様も一方

的に決定し、契約メンバーの側に交渉の余地なし。 

基本的判断要素 

補充的判断要素 

消極的判断要素 
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④  契約メンバーは財団の指定する日時場所で財団の指揮

監督の下で歌唱等の労務を提供しており、時間的、場所的

に一定の拘束。 

⑤  報酬は、出演基本契約で定められた方法で支払われ、超

過稽古手当もあり、報酬額は年間約３００万円であり、歌

唱の労働の提供それ自体の対価であった。 

       ↓ 

労働者性を肯定 

労働委員会の各紛争解決手続に取り上げることが可能。 

 

※独立行政委員会 

独立行政委員会（地自法１３８条の４ 同法１８０条の） 

 

① 行政運営の公正、中立、民主化を確保する    

② 専門的知識の要請がある 

 

労働委員会、公安委員会、収用委員会、農業委員会、人事委員

会（公平委員会）、教育委員会、選挙管理委員会など 

 

設置根拠について 

そもそも憲法の定める権力分立や民主的責任行政の観点から

すればあくまで例外的存在 

よって 

「制度自体の合理性」が存在する場合に限り、合憲性が説明で

きる。 

｜ 

① 政治的中立性の確保 

② 準司法手続きの必要性 

③ 専門技術的判断の必要性 など 

 

 

首長から独立した立場で

職務を遂行するため、職

務執行について首長から

の指揮監督を受けない。 
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４．取り扱う紛争解決方法 

A. 不当労働行為の救済（労働組合法） 

労働組合法によって禁止されている使用者の不当労働行為について、

労働組合や労働者から救済の申立があった場合に審査を行い是正命令

を発する制度 

 

※不当労働行為とは 

憲法２８条が定める労働基本権（団結権、団体交渉権、争議権）を

侵害する使用者の行為をいう。 

 

［不当労働行為の例］ 

①  労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入したこ

とや、正当な労働組合活動をしたことを理由に、その労働者に対

し、解雇、減給、配転その他の不利益な取り扱いをする（労組法

７条１号） 

②  正当な理由がなく団体交渉を拒否する（同条２号） 

③  労働組合の結成や運営に対し、支配し介入する（同条３号） 

 

B. 労働争議の調整（労働関係調整法） 

労働組合と使用者の間で、その権利や利益をめぐって労働紛争が生じ、

これを自主的に解決することが困難な場合に、以下の三つの制度が設け

られている。 

 

イ）あっせん（労働関係調整法１０条～） 

公・労・使の三者があっせん委員となって労使双方の意見を

聴き、当事者間の意思疎通を図り、助言を行い、労使双方の歩

み寄りを図って合意を達成し紛争の解決を行う。 

 

ロ）調停（同法１７条～） 

公・労・使三者構成の調停委員会が当事者から意見を聴取し

て調停案を作成し、当事者にその受諾を勧告し、公表する。 
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ハ）仲裁（同法２９条～） 

仲裁委員三名からなる仲裁委員会が仲裁裁定を行う。決定さ

れた仲裁裁定は当事者を拘束する。 

 

C. 個別労働関係紛争のあっせん（個別労働関係紛争の解決の促進に関

する法律） 

個々の労働者と使用者との間で、賃金の未払いや解雇の効力等の雇用

関係において生ずる紛争が生じ、当事者間で自主的に解決することが困

難な場合に、公・労・使のあっせん員３名が、労使双方の意見を聴き、

助言を行い、労使双方の歩み寄りを図り、紛争の解決につとめる制度。 

 

５．相談業務  

（１） 労働委員会は労使紛争について、当事者から相談があれば、労

働関係紛争解決の専門機関として事情を聞き取ったうえで、適切

な解決手段についてアドバイスを行う。 

そして、例えば前述のフリーランスという働き方に従事してい

る当事者から相談が持ち込まれた場合、その「労働者性」に問題

があっても（事業者と労働者のグレーゾーンに属するケース）、単

に契約形態や名称のみから労働者ではないと門前払いをせず、相

談を受け、事案により、他の行政機関（公正取引委員会など）へ

取り次いでいく等の適切な対応をするなど、ワンストップサービ

スを行う行政機関としての役割を果す。 

 

（２）労働相談会 

奈良県労働委員会では月 1 回公労使の三者委員が担当し、様々

な労働問題についての相談を行っている。 
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Ⅱ．労働紛争とは 

１．労働紛争の類型  

（１）集団的労働紛争と個別的労働紛争 

個別的労働紛争・・・個々の労働者と使用者との間の労働紛争 

（賃金の未払い、解雇の効力等の争い） 

集団的労働紛争・・・労働組合と使用者との間の労働紛争 

（団体交渉、争議行為、労働条件の改善等の争い） 

 

但し、両者の区別は必ずしも明確ではない場合がある。 

例えば、 

労働者が労働組合を結成したため、また労働組合運動を行ったため

に解雇されたとして使用者を相手に訴えを起こしたり、紛争解決機関

に申立を行ったりする場合。 

   ↓ 

形式的には個々の労働者と使用者との間の紛争という形になっても、

その本質は、集団的紛争とみられるケース。（又は、逆のケースも。後

述） 

 

（２）権利紛争と利益紛争 

権利紛争・・・当事者の権利、義務の存否を争う紛争 

利益紛争・・・当事者の将来の利益（新たな労働条件の決定）をめぐ

る紛争 

          

権利紛争の利益紛争化 

（例１）・解雇問題は、本来は解雇が認められるかどうかという権利

紛争であるが、当事者は当初から解決金の額に関心がある場

合も多く、この場合は、紛争は解決金の額をめぐる利益紛争

となる。 

（解雇が無効の場合でも、原職復帰が容易でない現実がその

一因でもある。） 
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（例２）・不誠実団交などの不当労働行為は、労働委員会への救済申

立で解決されるべきであるが（権利紛争）、実際には団交応

諾をあっせん事項とするあっせん申請がなされることが多

く、利益紛争として解決することを求める。（労働組合が公

的機関（労働委員会）の仲介によって団交事項そのものが解

決されるのを期待するという面もある。） 

 

（３） 

①個別紛争は、一般に当事者間の労働契約に基づく権利義務の存否

に関する紛争として権利紛争となる（本来は、裁判所の訴訟手続で

解決）。 

 

②集団紛争は、一般に労働契約上の権利義務関係を定めた法的ルー

ルが存在しない場合に生ずる紛争として利益紛争となる（行政機関

である労働委員会の取扱う紛争解決手続で解決）。 

 

２．労働紛争の特色 

（１）継続的関係 

①労使が長期間にわたり、日常接触し、どろどろとした人間関係の中で

紛争が起きる。感情的な対立を何度も繰り返している。そのため、解

決が困難になっている。 

 

②今後も安定した継続性を望む（特に労働者の気持） 

 

（２）包括性 

労働者個人の生活だけでなく、家族の生活にも重大な影響を及ぼす。 

 

（３）集団性 

使用者側も労働者側も複数の人間が存在する。ある個人の労働者の紛争

も他の労働者の労働条件に影響を与える。当該使用者企業の全体に影響

を与える。 
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（４）複雑性 

労働紛争の各争点に関する事実関係は複雑化している。直接証拠がない

ことも多く、間接事実を積み重ねて合理的な推論をする必要があるが、

双方が納得する事実を認定することは極めて困難。 

 

（５）緊急性 

労働者にとっては生活がかかり、早期解決が必要。使用者にとっても早

期解決により職場を安定させる利益は大きい。紛争に費やしている時間

は全く利益を生まない非生産的なもの。 

 

労働紛争の和解は、一般民事の紛争に比べると難しいが、和解が成立するこ

とにより、労使双方にとって、生ずる利益は極めて大きい。 

 

３．労働紛争はどのように解決すべきか  

（１）基本的考え方・・・企業において労使の当事者による自主的解決が望

ましい。 

・労働紛争は前記 2(1)ないし(5)の特色を有し、企業内における継続

的関係を前提とするものであり、将来にわたる良好且つ健全な労使関

係を構築することが重要であることから労使双方が歩み寄り自主的

に解決することが望ましい。 

 

・経済的、時間的コストが少ない。 

 

・徒らに紛争が泥沼化せず、当事者が納得して円満合意によって解決

することで、合意内容の実現可能性が高まる。 

 

（２）関係法令における「自主的解決」の努力義務の定め 

a. 個別労働関係紛争解決促進法（2 条） 

「個別労働関係紛争が生じたときは、当該個別労働関係紛争の当事

者は、早期に、かつ、誠意をもって、自主的な解決を図るように努め
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なければならない。」 

 

b. 労働関係調整法（2 条、4 条） 

「労働関係の当事者は、互いに労働関係を適正化するように、…労

働争議が発生したときは、誠意をもって自主的にこれを解決するよう

に、特に努力しなければならない。」(2 条) 

「この法律は、労働関係の当事者が、直接の協議又は団体交渉によ

って、労働条件その他労働関係に関する事項を定め、又は労働関係に

関する主張の不一致を調整することを妨げるものではないとともに、

又、労働関係の当事者がかかる努力をする責務を免除するものではな

い。」（4 条） 

 

c. 男女雇用機会均等法（15 条） 

  「事業主は、…労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機

関…に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図るよ

うに努めなければならない。」  等 

 

Ⅲ．労働委員会による紛争解決の特質 

１．本来の機能 

労働委員会は、本来集団的労使紛争（不当労働行為、労働争議）を専

門的に扱う解決機関である。 

しかし、近年は個別労働紛争も扱う（ほとんどの労働委員会）。 

 

※個別労働紛争を労働委員会が扱うようになった背景、事情 

 

２００１ 個別労働関係紛争解決促進法の制定 

２００４ 労働審判法（個別労働紛争解決システムとして） 

 

＜個別労働紛争の増加＞ 

背景 

⚫ グローバル化や生産技術の進展 
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厳しい経済状況（日本経済の低迷）→リストラ、雇用調

整（解雇、退職勧

奨、労働条件の引

き下げ） 

⚫ 成果主義的な評価・処遇制度の導入→労使間の摩擦を発

生させる。 

⚫ 労働組合組織率の低下 

（アルバイト労働者や派遣社員などの就業形態の多様化

（非正規労働）に伴う） 

 

２．労働委員会が不当労働事件において発する救済命令の特質 

労働委員会は、当事者の申立てた「請求する救済の内容」（労委規則３

２条２項４号）に拘束されず、その裁量によって事案に応じた適切な是

正措置（救済内容）を決定し、これを命ずることが出来る。（後記 第二

鳩タクシー事件） 

 

救済命令の目的は単なる「原状回復」ではなく、侵害状態の除去是正

を通した正常な集団的労働関係秩序の回復、確保にある。 

その目的のために、具体的にどのような救済内容とするかは、労働委

員会の広い裁量にゆだねられている。 

 

  損害賠償命令 

  条件付救済命令 

  確認的命令 

  抽象的不作為命令 

 

※司法救済と行政救済 

よくある事例 

＜使用者が労働者を組合員であるが故に解雇した＞ 

 

A.司法救済（裁判所）では 

議論がある 
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その解雇は客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相

当であるとは認められない為、権利濫用として無効である

（労契法１６条） 

      ↓ 

・ 労働契約上の地位の確認 

・ 雇用期間中の賃金の支払い 

（但し、「就労請求権」はないので「原職復帰」を強制する

ことはできない） 

 

B.行政救済（労働委員会）では 

その解雇は、労組法７条１項の「不利益取扱い」の不当

労働行為に該当する。 

  ↓ 

・ 解雇がなかったものとして取り扱うこと（原職復帰） 

・ 解雇期間中の賃金相当額の支払い（バックペイ） 

 

※ 裁量の一例 

バックペイについて中間収入を控除しない救済命令を

出すこともそれが正常な労使関係秩序の回復のために必

要と判断するならば労働組合の裁量権の行使として認め

られる。（第二鳩タクシー事件 最大判 昭和５２年２月２

３日） 

 

 使用者の不当労働行為によって侵害された正常な労使

関係秩序を回復するために、労使関係について専門的知識

経験を持つ労働委員会がその裁量により適切な是正措置

を決定しこれを命ずる権限を与えた。 
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 Ⅳ．紛争の解決について考える 

１． 紛争発生の原因 

① 紛争当事者双方にそれぞれの「正当性の主張」「正義」がある 

② 永年にわたる争いの蓄積－憎悪の連鎖 

③ 客観的視点あるいは相対化的見方の欠如若しくは希薄化（視野狭

窄） 

④ 利己的な資質（性格的特徴） 

   

２．紛争解決の要諦 

① 相手方にも一定の「正義」「立場」があることの認識、気づき、

受け入れ  

② 過去から脱却し、将来に向っての解決のあり方を求める姿勢 

③ 相対的な視点を持つこと 

④ 解決のあり方を工夫する。アイデア、コンセプト  

第三の道を探る 

  

勿論、現実にはハードルは高い。 

しかし、紛争の発生と継続は、人の世の常（人間の業）とみて諦め

るという訳にも行かず、紛争の激化、未解決は、多大な不利益、消耗

を生み出すことを当事者が理解するように努めることが求められる。 

 

３．和解的解決の長所  

※和解・・・当事者が互いに譲歩してその間に存する争いをやめることを

約束すること 

 

① 条理にかなった実情に即した妥当な解決をもたらす。 

○ａ判決や命令は 100 対 0 の結論となる。 

即ち、 

秤（正当性の比較 証明、疎明の程度の比較）51 対 49 の場

合、51％の方が 100%勝ち、49％の方は 0 となる。オール・オ
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ア・ナッシング 

（更には、場合によっては 49％の方が 100％勝ってしまうこ

ともある） 

↓ 

負ける側の主張は全面的に排斥される（不満が残る）。 

 

ある事実は課題に評価し、ある事実には目をつぶる（無理な

論理、詭弁が忍び込む余地あり）。これは実は不正義である。 

しかし、和解の場合には、双方の利益、正義を考慮した衡平

な解決が出来る。また利害関係のある第三者を関与させて解決

することも出来、訴訟物や紛争の直接対象となっていない事項

も含めて、また将来の影響も考慮した解決案を作ることが出来

る。 

※正義とは衡平（バランス）である。双方の利益、立場を汲

み取り、バランスの取れた解決に至ることが正義の実現である。 

 

○ｂ判決や命令は判断者の主観（誤った心証もある）によって左右

される危険がある。 

 

○ｃ多くの当事者は紛争解決を望んでいるのであり、何が何でも勝

つことを望んでいるわけではない。 

 

○ｄ和解においては、判決や命令なら切り捨てられるような権利や

利益、事情を救いあげ、情理、道義を踏まえた解決が出来る。 

 

② 紛争の早期解決が果たせる 

Cf.判決、命令の場合は、しばしば負けた側は上訴や再審査を 

申立て、紛争解決が長引く。 
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４．労働紛争の和解的解決における課題 

実質的個別紛争に対し、労働委員会はどのような姿勢で解決に臨むべきか 

     

     実質的個別紛争とは、集団的労働紛争の形（不当労事件や争議あっせん）

で持ち込まれているが、紛争の実質が、組合員個人の紛争である事例。 

 

個々人の労働者の関心、利害と労働組合の関心とが必ずしも一致しな

いことがある。 

 

     ※問題点 

その場合、労働委員会の本来の使命である不当労働行為の判定を

ひとまず置いて、当事者個人の利益を解決することについて、どう

考えるか。 

 

・当事者の意識によって労働組合もカジを切る必要もあるか。 

・不当労働行為の判定を当事者自身が求めるかどうかは労組

と個人との内部的な意見調整にゆだねるか。 

・労働委員会としては当事者の利害、意図を汲む必要がある

か。 

・労働委員会としては、単に、金銭的解決のみで終わらせる

のではなく、不当労働行為の存在が認められる（あるいは可

能性がある）場合には、将来の正常な労働関係の構築という

視点から、不当労働行為の是正、防止に関する手当や義務の

確認を内容とする条項を盛り込むことで、この問題を解決す

るか。（個人の利益と集団の利益の調整、確保） 

 



 

15 

Ⅴ．最後に 

 労働委員会が目指すもの 

紛争の解決とは、当該紛争事案の解決処理だけでなく、将来にわたる

健全な労使関係の構築（労使間の信頼の回復とひいては労使が形成する

企業体全体の発展）を目指すものであり、これが、公労使三者委員によ

って解決に臨むシステムを特徴とする労働委員会の紛争解決の理念であ

る。 

その結果、将来にわたり、労使紛争がなくなることが理想である。 

そのためには、公労使三者の委員で構成される労働委員会が、当事者

双方の事情を十分に汲み取り、双方を説得し、生産的創造的な和解解決

を目指すことが求められる。 

命令は、謂わば一回的な対症療法的な解決であり、望ましいものでは

なく、あえて言えば命令を発することは労働委員会の敗北と言うべきこ

とであると私は考えている。 

以上 
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奈良県及び全国の取扱事件数の推移
【争議あっせん】

2

平成 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 ４

全国 589 572 521 554 515 466 539 725 557 536 462 424 359 342 308 279 240 203 227 233 １７３

奈良県 10 3 1 7 7 5 5 6 3 6 10 6 6 4 5 5 1 3 4 3 ０

滋賀県 10 3 6 7 8 5 7 8 2 6 2 2 2 5 2 3 3 2 3 1 ２

京都府 10 18 19 17 18 11 15 21 23 19 17 18 12 17 8 8 5 2 3 6 ６

大阪府 53 59 45 55 50 51 44 68 50 43 56 36 47 28 37 21 21 23 26 32 ２４

兵庫県 16 23 16 20 18 23 22 34 24 33 21 32 23 8 14 22 18 11 16 7 ３

和歌山県 3 2 4 3 4 1 7 3 6 8 2 5 5 3 4 0 1 2 1 0 ２

新規申請事件数の推移 （平成14年～令和４年 ※暦年） （単位：件数）
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全国 ※ 全国は、全国都道府県労働委員会



奈良県及び全国の取扱事件数の推移
【個別労働関係紛争あっせん】

3

平成 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 ４

全国 157 286 320 288 319 339 445 534 423 400 335 325 358 350 310 271 309 330 284 243 ２３０

奈良県 1 1 7 3 5 1 6 11 3 6 1 5 10 1 4 2 5 4 8 0 ２

滋賀県 11 5 1 3 1 0 2 12 2 4 3 3 2 7 7 5 13 7 7 7 ７

京都府 2 15 6 9 10 11 15 24 29 23 12 16 6 15 9 6 3 9 21 16 ９

大阪府 2 7 7 11 5 4 8 5 3 3 1 2 4 4 0 1 3 5 2 0 ２

和歌山県 3 5 4 1 1 6 22 5 5 4 2 1 3 2 1 2 2 5 3 1 ５

新規申請事件数の推移 （平成14年～令和４年 ※暦年 ※H13年10月～制度開始） （単位：件数）

※ 全国は、全国都道府県労働委員会（ただし、東京都、兵庫県、福岡県は労働委員会での取扱なし）
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奈良県及び全国の取扱事件数の推移
【不当労働行為救済申立事件】

4

平成 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 ４

全国 393 363 311 294 329 329 355 394 381 376 354 365 371 347 303 300 298 245 280 277 ２２７

奈良県 8 1 5 2 2 4 7 5 0 4 2 3 3 0 2 2 2 2 3 6 ２

滋賀県 0 2 5 2 6 2 4 6 10 3 2 2 1 5 3 1 0 0 2 0 ０

京都府 3 8 7 3 3 6 8 3 2 9 3 4 4 5 1 6 3 2 2 2 ０

大阪府 97 92 71 56 71 76 85 85 89 73 92 68 77 69 70 49 72 41 51 74 ５９

兵庫県 11 6 6 7 4 10 7 16 13 9 10 10 13 9 6 10 12 7 13 3 ３

和歌山県 0 0 1 0 0 0 1 3 0 1 1 2 0 1 0 0 0 0 1 0 ０

新規申立事件数の推移 （平成14年～令和４年 ※暦年） （単位：件数）

※ 全国は、全国都道府県労働委員会
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奈良県労働委員会セミナー

•奈良県労働委員会について、理解を深め

ていただくため、令和２年度より

「奈良県労働委員会セミナー」を開催し、

今年で５回目の開催となりました。

令和５年度チラシ
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委員による労働相談会

•奈良県労働委員会では、労働相談会を毎月実施しています。

労働相談会では、公益委員、労働者委員、使用者委員が

三者一組となって、中立・公正な立場で相談に応じています。

労働相談会HPはこちら
定例労働相談会

日時：原則毎月第2木曜日 15:00～16:00

場所：奈良県労働委員会（奈良県奈良総合庁舎）

※相談時間は1人約30分、事前予約制（先着順）
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「個別労働関係紛争処理制度」周知月間

・奈良県労働委員会では、10月の周知月間に合わせて、

休日・夜間労働相談会を開催しています。

※令和５年度分は終了しています。

休日・夜間労働相談会

日程 時間 場所

10月12日（木） 18:30～20:30 奈良市中部公民館

10月15日（日） 13:30～16:00 エルトピア中和

10月22日（日） 13:30～16:00 奈良市中部公民館



奈良県内の労働相談・
個別労働紛争解決制度実施機関①

8

労働相談会 公労使の委員が面談により相談に対応 （０７４２）２０－４４３１ 〒６３０－８１１３　　奈良市法蓮町７５７ 奈良総合庁舎２階

あっせん
公労使の委員があっせん員となり紛争解決を

サポート
（０７４２）２０－４４３１ 〒６３０－８１１３　　奈良市法蓮町７５７ 奈良総合庁舎２階

中小企業労働相談所

(奈良県社労士会に委託)
社労士が面談または電話で相談に対応 ０１２０－４５０－３５５ 〒６３０－８３２５　　奈良市西木辻町３４３－１

北和地区中小企業

労働相談所
専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４２）２６－６９００ 〒６３０－８３２５　　奈良市西木辻町９３－６ 奈良労働会館

中和地区中小企業

労働相談所
専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４５）２２－６６３１ 〒６３５－００９６　　大和高田市幸町２－３３

奈良労働局総合労働相談コーナー 専門の相談員が面談または電話で相談に対応

労働局長による助言・指導
労働局長が紛争当事者に問題点を指摘し、解

決の方向を示す

あっせん
弁護士、大学教授、社労士等があっせん員とな

り紛争解決をサポート

奈良労働基準監督署 奈良総合労働相談コーナー 専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４２）８５－６４３７ 〒６３０－８３０１　　奈良市高畑町５５２ 奈良第二地方合同庁舎

葛城労働基準監督署 葛城総合労働相談コーナー 専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４５）４０－４５００ 〒６３５－００９５　　大和高田市大中３９３

桜井労働基準監督署 桜井総合労働相談コーナー 専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４４）４２－６９０１ 〒６３３－００６２　　桜井市粟殿１０１２

大淀労働基準監督署 大淀総合労働相談コーナー 専門の相談員が面談または電話で相談に対応 （０７４７）５２－０２６１ 〒６３８－０８２１　　吉野郡大淀町下渕３６４－１

機関・団体名 解決方法 制度概要

（０７４２）３２－０２０２奈良労働局

電話番号

〒６３０－８５７０　　奈良市法蓮町３８７ 奈良第三地方合同庁舎

所在地

奈良県

奈良県労働委員会



奈良県内の労働相談・
個別労働紛争解決制度実施機関②

9

労働・年金総合相談室 社労士が面談または電話により相談に対応

あっせん

（労働紛争解決センター奈良）

社労士２名があっせん員となり紛争解決をサ

ポート

弁護士紹介センター（法律相談）

※有料
担当弁護士が面談により相談に対応

中南和法律相談センター（法律相談） 担当弁護士が面談により相談に対応

情報提供

（法テラス奈良）
０５７０－０７８３７４ 電話のみの対応

情報提供

（コールセンター）

法律相談援助
弁護士・司法書士が面談により法律相談に対

応

代理援助、書類作成援助

※有料

弁護士・司法書士に訴訟等の代理を依頼、もし

くは書類作成を依頼したときの費用の立替払

いに対応

奈良地方裁判所
労働審判

※有料

裁判官と中立公平な立場の労働関係の専門家

が労使紛争を簡易迅速に解決
0742-88-2641 〒630-8213　　奈良市登大路町３５番地

機関・団体名 解決方法 制度概要

奈良県社会保険労務士会 （０７４２）２３－６０７０

電話番号

〒６３０－８３２５　　奈良市西木辻町３４３－１

（０７４２）２２－２０３５ 〒６３０－８２３７　　奈良市中筋町２２－１

所在地

奈良弁護士会

０５０－３３８３－５４５０

日本司法支援センター

 法テラス奈良
〒６３０－８２４１　　奈良市高天町３８－３、近鉄高天ビル６階

専門の相談員が電話・面談・メールで制度や

関係機関情報等を提供


